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この報告書は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１条）第５８条の２及

び横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年２月横浜市

条例第２号）第６条の規定に基づき、横浜市人事行政の透明性を高め、その公

正性の一層の確保を図るため、本市における職員の任用や給与、勤務条件、厚

生福利などを広く市民の皆様に公表するものです。 

 

 



 

目   次 

人事行政の運営の状況 
(1) 職員の任免及び職員数に関する状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・２ 
 ア 採用及び退職等の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 
 イ 昇任及び降任の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4 
 ウ 任用形態別の職員数の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 
(2) 職員の給与の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
ア 人件費の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6 
 イ 職員給与費の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7 
 ウ ラスパイレス指数の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7 
 エ 平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 ・・・・・・・・8 
 オ 初任給の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 
 カ 経験年数別・学歴別平均給与月額の状況 ・・・・・・・・・・・・8 
 キ 級別職員数の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 
 ク 職員手当の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11  
 ケ 特別職の報酬等の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 
(3) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 ・・・・・・・・・・・・・・１６ 
 ア 勤務時間の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 
 イ 年次休暇の取得状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 
 ウ 特別休暇の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17 
 エ 育児休業等の取得状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17 
 オ 介護休暇の取得状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 
(4) 職員の分限及び懲戒処分の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 
 ア 処分事由別分限処分者数の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・19 
 イ 処分事由別懲戒処分者数の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・20 
(5) 職員の服務の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 
 ア 職員の職務に係る倫理の保持に関する取組の状況 ・・・・・・・・21 
 イ 営利企業等への従事許可状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・22 
 ウ 職務専念義務の免除（職免）の概要 ・・・・・・・・・・・・・・22 
【参考】横浜市職員服務規程（平成 22年 4月 1日施行)・・・・・・・・・23 
(6) 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・２８ 
 ア 研修の基本方針 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28 
 イ 研修体系 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29 
 ウ 研修実績 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30 
 エ 勤務成績の評定の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32 
(7) 職員の福祉及び利益の保護の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・３４ 
 ア 衛生管理関係の実施状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・34 
 イ 厚生福利関係の実施状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35 
 ウ 公務災害認定件数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35 
 エ その他（職員共済組合、職員厚生会） ・・・・・・・・・・・・・36 
 



 

人事委員会の業務の状況 
(1) 職員の競争試験及び選考の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 
 ア 採用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・40 
 イ 昇任 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・42 
 ウ 転職 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・44 
(2) 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 ・・・・４５ 
(3) 勤務条件に関する措置の要求の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・４７ 
 ア 処理状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・47 
 イ 完結事案 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・47 
(4) 不利益処分に関する不服申立ての状況 ・・・・・・・・・・・・・・・４７ 
 ア 処理状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・47 
 イ 完結事案 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・47 
(5) その他市長が必要と認める事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８ 
 ア 組織及び運営 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48 
イ 職員団体の登録の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49 
ウ 管理職員等の範囲の指定 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49 
 エ 労働基準監督機関としての職権の行使 ・・・・・・・・・・・・・50 
 オ 職員の苦情の処理の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50 
 
 
 
【参考】根拠法令 

地方公務員法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・51 
横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 ・・・・・・・52 

 
［ 本報告書で使用している用語について ］ 
 
市 長 部 局… 行政委員会、企業局を除く局、事業本部、区 
行政委員会… 選挙管理委員会、人事委員会、監査、市会の事務局及び 

教育委員会 
企  業  局… 水道局、交通局、病院経営局  

（注） 消防局は、市長部局に含まれますが、市長部局と消防局を分けて表示し

ている箇所があります。その際の消防局とは、危機管理課、緊急対策課、

危機対処計画課、情報技術課及び地域安全支援課の職員を除いた数値で

す。 
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(1)　職員の任免及び職員数に関する状況

　  ア　採用及び退職等の状況

職員の採用状況及び退職等の状況は次のとおりです。

（単位：人）

（注3）「普通」とは、定年前に自己都合等により退職した者です。

     で勧奨に応じて退職した者です。

（注1）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会(教育委員会を除く)をいいます。

      前に早期退職した者です。

（注2）「定年前早期退職」とは、一定の年齢又は勤続年数以上の者に希望を募り、それに応じて定年

（注4）「その他」には、死亡退職、懲戒免職等が含まれます。

定年 普通 その他

（注1）県費負担教職員とは、神奈川県が給与費を負担している小中学校、特別支援学校に勤務する

　
   　   ｢地方公務員法｣では、退職等により職員に欠員が生じた場合、採用や昇任等の方法に
     より職員を任命することができることとされています。
　　   なお、職員の採用や昇任等は、受験成績、勤務成績その他の能力の実証に基づいて行
　　 うものとされています。
       ここでは、職員の採用や昇任、任用形態別の職員数について紹介します。

731

採用
定年

市長部局等

　　　（ア）　職員の採用状況及び退職状況

合計

退職
　　区　分

その他普通

交通局

149

5

101575

消防局

水道局

定年前早期退職

108

0 120

135 1511

225

111

88762

9 143

4

2

151

84 1,507

19

20 1201291 11 6教育委員会

0

計 2771561,010 990

85

区　分 採用
退職

合計勧奨退職

（注3）「その他」には、死亡退職、懲戒免職等が含まれます。

（注2）「勧奨退職」とは、年齢50歳以上かつ勤続25年以上（昭和60年3月31日在職者は15年以上）

177 20 749県費負担教職員 937 411 141

     職員です。

病院経営局 124 11 2 81 1 95
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（単位：人）

　　　（イ）　定年退職者（課長級以上）の再就職状況

区分 退職者数 再就職者数
再就職者の内訳

外郭団体 その他再任用

11

部長級 45 40 10 21

区局長級等 30 26 12

36(49)

　　 委員会の課長級以上で、平成21年度末に定年退職した職員の再就職の状況です。

68(49)

（注1）「定年退職者(課長級以上)の再就職状況」とは、市長部局、消防局、企業局及び行政

課長級 89（93） 68（78) 12(3)

合計 164(93)

　　 詳しくは、横浜市ホームページ

　　 または、市庁舎１階市民情報センターにて閲覧することができます。

　　　http://www.city.yokohama.jp/me/somu/jinjisoshiki/saisyuusyoku/

     　なお、課長級以上で退職した職員の再就職に関する透明性・信頼性の確保に向けた取組

　　 として、「横浜市職員の再就職に関する取扱要綱」に基づき、再就職先を公表しています。

134(78) 34(3)

3

9

20(26)

32(26)

（注2）「外郭団体」とは、①地方自治法第221条第3項及び地方自治法施行令第152条に定める法

（注3）課長級退職者のうち、（　）内数字は学校長で外数字となります。

     の法人、 ③出資法人のうち市が主たる出資者で、主要な役職員に本市関係者が就任している、

     または財政援助を行っている団体、④非出資法人のうち市の事務事業と密接な関係を有し、

　　 市長が指定する団体です。

     人及び設立の経緯や本市施策の関連性から議会に報告している団体、②本市出資率25％以上
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　イ　昇任及び降任の状況

（単位：人）

（注）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会（教育委員会を除く）をいいます。

（注）消防局については、上表の他、消防監（課長級）に7人昇任しました。

（注）「降任」には、地方公務員法第28条による分限処分としての降任のほか、本人が希望する場合に降

　　 昇任とは現職より上位の職に任命されることであり、降任とは現職より下位又は下級の任務に就く
　 ことです。
     職員の昇任及び降任の状況は次のとおりです。

水道局 13

3

9

交通局

教育委員会

課長補佐級

234市長部局等

副校長 校長代理 校長

1

9

11

9

2

28

昇　　　　　　　　任

1

983

県費負担教職員 113 75

区　分
昇　　　　　　　　任

校長副校長

区　分

消防局

124

係長級

15

154

課長級

14

61 21

区局長級

6

部長級

1

0

0

降　　　　任

8

0

3

4

6

24

2 1

30 36

2

0

0

高等学校等教育職員

計

病院経営局 1

323 198 158

6

0

     任することができる「希望降任制度」によるものを含みます。

昇　　　　　　　　任

降　　　　任

0

降　　　　任

06 10

区　分
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　ウ　任用形態別の職員数の状況

（単位：人）

平成21年度（A) 平成20年度（B) （A)－（B)

職　　員 16,341 16,705 ▲ 364

再任用職員（常勤） 0 0 0

再任用職員（短時間） 898 736 162

小　計 17,239 17,441 ▲ 202

職　　員 6,110 6,180 ▲ 70

再任用職員（常勤） 0 0 0

再任用職員（短時間） 226 190 36

小　計 6,336 6,370 ▲ 34

職　　員 5,128 5,293 ▲ 165

再任用職員（常勤） 0 0 0

再任用職員（短時間） 306 262 44

小　計 5,434 5,555 ▲ 121

職　　員 27,579 28,178 ▲ 599

再任用職員（常勤） 0 0 0

再任用職員（短時間） 1,430 1,188 242

29,009 29,366 ▲ 357

職　　員 14,816 14,723 93

再任用職員（常勤） 126 89 37

再任用職員（短時間） 264 158 106

小　計 15,206 14,970 236

職　　員 42,395 42,901 ▲ 506

再任用職員（常勤） 126 89 37

再任用職員（短時間） 1,694 1,346 348

44,215 44,336 ▲ 121

（注1）行政委員会等には、行政委員会のほか、消防局が含まれます。

　　　び非常勤職員などを除くものです。

総
　
合
　
計

企
業
局

合
　
計

（注3）再任用職員（短時間）は常勤に比し勤務時間が短いものです。

県
費
負
担
教
職
員

（注2）職員数は各年4月1日現在の一般職に属する職員数（常勤の教育長を含む）であり、臨時及

　     任用形態別の職員数の状況は次のとおりです。

職員数

市
長
部
局

行
政
委
員
会
等

区　　　分
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(2) 職員の給与の状況 
 
    地方公務員の給与は、国や他の地方自治体の職員、民間企業の従業員の給与等を考

慮して定めることになっています。 

    職員に支給される給与は、本市人事委員会が民間企業の給与の実態などを調査のう

え、必要に応じて勧告を行い、この結果を尊重し、市会の審議を経て条例により決定

されます。 

    ここでは、平成21年度の給料、諸手当から構成される給与など人件費の状況や給料

表の級別職員数などを紹介します。（なお、平成21年度の職員給与実態をより的確に

反映させるため、平成22年4月1日現在の数値を採用している場合もあります。） 

本市では、厳しい財政状況の中で、より効率的・効果的な行政運営を行うために、

人事給与制度の見直しに取り組んできました。今後も、市民満足度の向上に向けて、

職員の意欲や能力、実績が適切に反映できる人事給与制度の適正な運用に取り組んで

いきます。 

 

ア 人件費の状況 
人件費は、雇用に係る広い範囲の経費です。職員への給料や諸手当のほか、社会保険料の

事業主負担分、退職手当などが含まれます。 

    人件費の平成21年度決算は次のとおりです。 

 

（ア）市長部局及び行政委員会等の状況 

区   分 
歳出額 

(A) 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A×100) 

普通会計 
千円

1,516,774,984

千円 

200,833,784 

％

13.2

 

（イ）企業局の状況 

区   分 
歳出額 

(A) 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A×100) 

水道局 
水道・工業用

水道事業会計 

千円

120,032,393

千円 

19,742,108 

％

16.4

自動車事業 

会 計 

千円

24,839,034

千円 

13,974,177 

％

56.3
交通局 

高速鉄道事業

会 計 

千円

101,091,165

千円 

9,895,418 

％

9.8

病 院 

経営局 
病院事業会計 

      千円

29,681,058

千円 

10,620,549 

％

35.8
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イ 職員給与費の状況 
職員給与費とは給料、扶養手当等の職員手当及び期末・勤勉手当等の総額から、社会保険

料の事業主負担分、退職手当などを除いたものです。 
職員給与費の平成22年度当初予算は次のとおりです。 

 

   (ア) 市長部局及び行政委員会等の状況（普通会計予算） 

 

 

   (イ) 企業局の状況 

 

給与費 

区 分 

 

職員数

(A) 給料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

(B) 

一人あたり

給与費 

(B/A) 

水 道 局 
人

1,710

万円

834,871

万円

263,053

万円

368,262

万円 

1,466,186 

万円

857

交 通 局 
人

2,411

万円

865,821

万円

474,621

万円

363,354

万円 

1,703,796 

万円

707

病院経営局 
人

1,238

万円

475,407

万円

251,818

万円

204,534

万円 

931,759 

万円

753

 

 

ウ ラスパイレス指数の状況 

 
（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給料水準を100と

        した場合の地方公務員の給料水準を示す指数です。 

 

【参考】 地域手当補正後のラスパイレス指数（平成21年4月1日現在） 104.6 

 

（注）「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と

地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。 

 

 

職員数 
給与費 

(A) 
給料 職員手当 期末・勤勉手当

計 

(B) 

一人あたり

給与費 

(B/A) 

人 

19,481 

万円 

8,073,338 

万円

2,674,465

万円

3,594,009

万円 

14,341,812 

万円

736

平成21年4月1日現在 

104.6 
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エ 平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 
    平成22年4月1日現在における市長部局・行政委員会等の職員及び企業局職員の平均給料月

額等の状況は次のとおりです。 

  

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

行 政 職 員 343,679 円 408,351 円 41歳  9月

技 能 職 員 354,163 円 418,700 円 46歳 10月

水 道 局 職 員 366,684 円 436,099 円 45歳 10月

交 通 局 職 員 335,793 円 404,720 円 45歳  6月

病院経営局職員 322,847 円        379,781 円 38歳  3月

（注1）平均給与月額とは、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び管理職手当を合計したも

のです。 

（注2）水道局、交通局及び病院経営局については、在籍する全ての職員の平均値です。 

 

 

 

 

 

オ 初任給の状況 
    平成22年4月1日現在における初任給等の状況は次のとおりです。 

（注）国家公務員の大学卒は、採用試験区分によりⅠ種とⅡ種に分かれています。横浜市、国とも地

域手当を含みません。 

 

カ 経験年数別・学歴別平均給与月額の状況 
    平成22年4月1日現在における経験年数別・学歴別平均給与月額は次のとおりです。 

なお、経験年数とは卒業後ただちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数

です。 

 

 

 

 

 

（注）平均給与月額とは、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び管理職手当を合計したものです。 

横浜市 国 
区 分 

初任給 2年後の給料 初任給 2年後の給料

Ⅰ種 

 181,200 円 

Ⅰ種 

 198,200 円

大学卒 177,700 円 193,000 円

Ⅱ種 

172,200 円 

Ⅱ種 

184,200 円

行政職員 

高校卒 149,700 円 161,300 円  140,100 円  148,500 円

技能職員 142,900 円 152,100 円 － － 

経験年数 
区 分 

10年 15年 20年 

大学卒 329,082 円 391,632 円 449,041 円
行政職員 

高校卒 280,850 円 337,976 円 398,760 円
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キ 級別職員数の状況 
    職員の給料月額は、平成22年度は、職種別に5つの給料表（行政、消防、高校教育、技能、

医療）が定められており、各給料表には職務の内容と責任の度合いに応じた級が設けられて

います。 

平成22年4月1日現在の市長部局、企業局等の級別職員数（行政職員、企業職員）の状況は

次のとおりです。 

(ア) 市長部局及び行政委員会等の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

（注２）この表における行政職は、「平成22年地方公務員給与実態調査」の職務区分による行政職で

あり、税務職や福祉職等の職種は含んでおりません。 

 

（イ） 企業局の状況 

 

【水道局】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 標準的な職務内容 
職員数 

（人） 

構成比

（％） 

1 級 職員Ⅰ（基礎的な知識・技術又は経験により業務

を行う） 

1,810 17.6

2 級 職員Ⅱ（高度の知識・技術又は経験を必要とする） 2,721 26.4

3 級 職員Ⅲ（特に高度な知識・技術又は経験を必要と

する） 

2,942 28.5

4 級 係長 1,424 13.8

5 級 課長補佐 458 4.4

6 級 課長 704 6.8

7 級 部長 187 1.8

8 級 区局長・事業本部長・理事 61 0.6

計  10,307 100.0

区 分 標準的な職務内容 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

1 級 職員Ⅰ（定型的な業務） 76 4.7

2 級 職員Ⅱ（高度の知識・技術・経験を必要とする） 512 31.4

3 級 職員Ⅲ（特に高度な知識・技術・経験を必要とする） 860 52.7

4 級 係長 105 6.4

5 級 課長補佐 19 1.2

6 級 課長 48 2.9

7 級 部長 10 0.6

8 級 局長・理事 1 0.1

計  1,631 100.0
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【交通局】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【病院経営局】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

         

区 分 標準的な職務内容 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

1 級 職員Ⅰ 204 10.0

2 級 職員Ⅱ 750 36.9

3 級 職員Ⅲ 913 44.8

4 級 係長 111 5.5

5 級 課長補佐 17 0.8

6 級 課長 32 1.6

7 級 部長 8 0.4

8 級 局長・理事 0 0.0

計  2,035 100.0

区 分 標準的な職務内容 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

1 級 
職員Ⅰ（基礎的な知識・技術又は経験により業務

を行う） 
57 39.8

2 級 職員Ⅱ（高度の知識・技術又は経験を必要とする） 26 18.2

3 級 
職員Ⅲ（特に高度な知識・技術又は経験を必要と

する） 
24 16.8

4 級 係長 16 11.2

5 級 課長補佐 10 7.0

6 級 課長 7 4.9

7 級 部長 3 2.1

8 級 担当理事 0 0

計  143 100.0
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ク 職員手当の概要 
    職員には、一般職職員の給与に関する条例等に基づき、各種手当を支給しています。手当

の内容等は次のとおりです。 

 

(ア) 市長部局及び行政委員会等の状況 

 

内     容 平均支給額

扶養手当 

配偶者                                     15,000円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人   11,500円 

扶養親族でない配偶者のいる職員の扶養親族のうち１人 

6,500円 

配偶者以外の扶養親族（上記に該当する者を除く）      

                            6,000円 

満16歳から満22歳の子          １人につき5,000円加算 

10,206円/月

地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の合計額の12％  46,024円/月

住居手当 借家・借間居住者 9,000円ほか 7,942円/月

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6か月に一度6か月定期代を支給 
12,435円/月

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

その他 管理職手当、医師・看護師の初任給調整手当など 

1月当たり平均超過勤務時間 12.7時間
超過勤務手当 

1時間当たり平均単価 3,104円

特殊勤務手当 

身体・生命の危険のおそれがあると認められる業務等に従

事する職員に支給される手当 

（注）平成18年4月より従来支給している特殊勤務手当を原則として廃

止しております。 

642円/月

勤
務
し
た
実
績
に
応

じ
て
支
給 

その他 宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

横浜市と国の支給状況 

区 分 横浜市 国 

平成21年 6月期 

平成21年12月期 

1.95月 

2.20月 

1.95月 

2.20月 

計 4.15月 4.15月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

横浜市 国 
区 分 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等

支
給
率 

勤続20年

勤続30年

勤続35年

25.00月分

42.30月分

47.50月分

39.58月分

53.58月分

59.28月分

23.50月分 

41.50月分 

47.50月分 

30.55月分

50.70月分

59.28月分

早期退職特例措置 2～20％加算 2～20％加算 

一人当たり 

平均支給額 

2,641万円 

（平均勤続年数36年0月）

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）平成22年4月1日現在のものです。平均支給額は、平成21年度決算の数値です。 

（注）期末手当と勤勉手

当に分けて支給してい

ます。 

 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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（イ） 企業局の状況 

 

【水道局】 

 

内     容 平均支給額

扶養手当 

配偶者                                     15,000円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人   11,500円 

扶養親族でない配偶者のいる職員の扶養親族のうち１人 

6,500円 

配偶者以外の扶養親族（上記に該当する者を除く）      

                                            6,000円 

満16歳から満22歳の子          １人につき5,000円加算 

13,317円/月

地域手当  給料、扶養手当、管理職手当の合計額の12％  45,722円/月

住居手当 借家・借間居住者 9,000円ほか 8,064円/月

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6か月に一度6か月定期代を支給 
13,348円/月

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

その他 管理職手当など 

1月当たり平均超過勤務時間 12.6時間
超過勤務手当 

1時間当たり平均単価 3,218円

特殊勤務手当 

身体・生命の危険のおそれがあると認められる業務等に従

事する職員に支給される手当 
（注）平成19年4月より従来支給している特殊勤務手当を原則として廃

止しております。 

0円/月

勤
務
し
た
実
績
に
応

じ
て
支
給 

その他 夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

横浜市と国の支給状況 

区  分 横浜市 国 

平成21年 6月期 

平成21年12月期 

1.95月 

2.20月 

1.95月 

2.20月 

計 4.15月 4.15月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

水道局 国 
区 分 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等

支
給
率 

勤続20年

勤続30年

勤続35年

25.00月分

42.30月分

47.50月分

39.58月分

53.58月分

59.28月分

23.50月分 

41.50月分 

47.50月分 

30.55月分

50.70月分

59.28月分

早期退職特例措置 2～20％加算 2～20％加算 

一人当たり 

平均支給額 

2,526万円 

（平均勤続年数37年4月）

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）平成22年4月1日現在のものです。平均支給額は、平成21年度決算の数値です。 

 

（注）期末手当と勤勉手

当に分けて支給してい

ます。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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【交通局】 

 

内     容 平均支給額

扶養手当 

配偶者                                     15,000円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人   11,500円 

扶養親族でない配偶者のいる職員の扶養親族のうち１人 

6,500円 

配偶者以外の扶養親族（上記に該当する者を除く）      

                               6,000円 

満16歳から満22歳の子          １人につき5,000円加算 

16,707円/月

地域手当  給料、扶養手当、管理職手当の合計額の12％  43,171円/月

住居手当 借家・借間居住者 9,000円ほか 8,418円/月

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月）但し自社線優先 

＜例＞鉄道利用者：6か月に一度6か月定期代を支給 
10,132円/月

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

その他 管理職手当など 

1月当たり平均超過勤務時間 28.0時間
超過勤務手当 

1時間当たり平均単価 3,036円

特殊勤務手当 

身体・生命の危険のおそれがあると認められる業務等に従

事する職員に支給される手当 

（注）平成18年4月より従来支給している特殊勤務手当を原則として廃

止しております。 

  － 

勤
務
し
た
実
績
に
応

じ
て
支
給 

その他 宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

横浜市と国の支給状況 

区  分 横浜市 国 

平成21年 6月期 

平成21年12月期 

1.95月 

2.20月 

1.95月 

2.20月 

計 4.15月 4.15月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

交通局 国 
区 分 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等

支
給
率 

勤続20年

勤続30年

勤続35年

25.00月分

42.30月分

47.50月分

39.58月分

53.58月分

59.28月分

23.50月分 

41.50月分 

47.50月分 

30.55月分

50.70月分

59.28月分

早期退職特例措置 2～20％加算 2～20％加算 

一人当たり 

平均支給額 

2,185万円 

（平均勤続年数33年9月）

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）平成22年4月1日現在のものです。平均支給額は、平成21年度決算（交通局全事業計）の数値です。 

 

（注）期末手当と勤勉手

当に分けて支給してい

ます。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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【病院経営局】 

 

内     容 平均支給額

扶養手当 

配偶者                                     15,000円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人   11,500円 

扶養親族でない配偶者のいる職員の扶養親族のうち１人 

6,500円 

配偶者以外の扶養親族（上記に該当する者を除く）      

                          6,000円 

満16歳から満22歳の子          １人につき5,000円加算 

15,711円/月

地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の合計額の12％  35,970円/月

住居手当 借家・借間居住者 9,000円ほか 8,449円/月

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6か月に一度6か月定期代を支給 
10,415円/月

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

その他 管理職手当、医師・看護師の初任給調整手当など 

1月当たり平均超過勤務時間 16.9時間
超過勤務手当 

1時間当たり平均単価 3,194円

・夜間看護手当（病院の病棟に勤務する助産師、看護師及び

准看護師が正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深

夜において行われる看護等の業務に従事した場合に支給） 

・分べん手当（病院に勤務する医師が、分べん補助業務に従

事した場合に支給） 

29,347円/月

勤
務
し
た
実
績
に
応
じ

て
支
給 

特殊勤務手当 

その他 

宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

横浜市と国の支給状況 

区  分 横浜市 国 

平成21年 6月期 

平成21年12月期 

1.95月 

2.20月 

1.95月 

2.20月 

計 4.15月 4.15月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

 

 

 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

病院経営局 国 
区 分 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等

支
給
率 

勤続20年

勤続30年

勤続35年

25.00月分

42.30月分

47.50月分

39.58月分

53.58月分

59.28月分

23.50月分 

41.50月分 

47.50月分 

30.55月分

50.70月分

59.28月分

早期退職特例措置 2～20％加算 2～20％加算 

一人当たり 

平均支給額 

2,953万円 

（平均勤続年数36年7月）

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）平成22年4月1日現在のものです。平均支給額は、平成21年度決算の数値です。 

 

 

（注）期末手当と勤勉手

当に分けて支給してい

ます。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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ケ 特別職の報酬等の状況 
市長や議員などの特別職の給料・報酬は、学識経験者、市内の公共的団体等を代表される

方及び住民の方を委員とする特別職職員議員報酬等審議会からの答申に基づき、市会の審議

を経て条例により決定されます。 

    市長及び副市長には、給料、地域手当、期末手当及び退職手当が、議長、副議長及び議員

には、報酬及び期末手当が支給されます。 

    給料・報酬月額は平成７年12月１日から変わっていませんでしたが、平成20年度から、市

長・副市長の給料月額については、地域手当の引上げに伴い、現行水準を維持するために給

料月額を引下げています。 

 

   （ア） 特別職の報酬等 

 

給料月額 報酬月額 期末手当 

市 長 
円 

1,453,000 
議 長

円

1,200,000 

副市長 
円 

1,168,000 
副議長

円

1,080,000 

６月期 1.95月分 

12月期 2.20月分 

 議 員
円

  970,000 
合  計 4.15月分 

（注）給料・報酬月額は平成22年4月1日現在の額で、期末手当は平成21年度における支給 

実績です。 

     

 

   （イ） 市長及び副市長の退職手当の支給水準 

 

区 分 退職手当の支給水準 

市 長 給料月額×在職月数×100分の60 

副市長 給料月額×在職月数×100分の46 

（注）平成22年4月1日現在のものです。 
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(3) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
 

職員の勤務時間については、横浜市一般職職員の勤務時間に関する条例等により定め

られています。 

また、休暇制度については、横浜市一般職職員の休暇に関する条例により定められて

おり、休暇には、年次休暇、特別休暇及び介護休暇があります。 

なお、水道局、交通局及び病院経営局においては、企業規程に基づき、同様の休暇制

度が定められています。 

ここでは、勤務時間や休暇制度について紹介します。 

 

ア 勤務時間の状況 

 範 囲 性 格 給与

勤務時間 

（休憩時間を除く） 
8:30～17:15 ・職務専念義務の課せられている時間 有給

休憩時間 12:00～13:00 ・労働から離れることを保障された時間 無給

勤務を要しない日 土曜日、日曜日 ・勤務時間を割り振らない日 無給

休 日 
国民の祝日、

12/29～1/3 

・特に勤務を命じられない限り、勤務が免

除されている日 
有給

    （注）平成22年4月1日現在のものです。 

職員の勤務時間は1日7時間45分、1週間では38時間45分となります。 

勤務場所及び職種によって、勤務時間、勤務を要しない日、休日が異なる場合があ

ります。 

 

イ 年次休暇の取得状況 

 
  年次休暇は、4月1日に在職する職員には、年に20日付与され、その年次は4月1日から翌年

の3月31日までです。年次の途中で採用された職員には、採用された月に応じて1日から18日

までの範囲内で定められた日数の年次休暇が付与されます。 

また、その年次に取得しなかった年次休暇の日数は、20日を限度として翌年次に繰り越す

ことができます。 

平成21年度の市長部局・行政委員会等の行政職員及び企業局職員の年次休暇の取得状況は、

次のとおりです。 

（単位：日） 

 

 

 

 平均取得日数 

行政職員 12.8 

水道局職員 17.5 

交通局職員 18.4 

病院経営局職員  8.7 
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ウ 特別休暇の概要 
 

主な特別休暇の概要は、次のとおりです。 

（注1）平成22年4月1日現在のものです。 
（注2）交通局については、生理日休暇のうち3日目以降は無給としており、また、夏季休暇を凍

結しています。 

 

エ 育児休業等の取得状況 
 
    育児休業等に関する制度は、地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、職員の育児

休業等に関する条例等により定められています。 

    育児休業等に関する制度には、3歳に満たない子を養育するため休業することができる育児

休業制度と、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、2時間を超えない範囲内で

勤務時間の一部について勤務しないことができる部分休業制度及び１週間当たりの勤務時間

を短縮する育児短時間勤務制度があります。 

    平成21年度における育児休業、部分休業及び育児短時間勤務の取得状況は次のとおりです。 

 

（ア）育児休業、部分休業及び育児短時間勤務取得者数    （単位：人） 
      

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 

種  類 概  要 付与日数 

病気休暇 職員が負傷又は疾病のため療養する場合の休暇 90日の範囲内 

結婚休暇 職員が結婚する場合の休暇 6日の範囲内 

出産休暇 女子職員が出産する場合の休暇 

出産予定日8週間

(多胎妊娠の場合は

14週間)前から出産

日後8週間まで 

生理日休暇 
女子職員が生理のため勤務することが著しく困難

な場合の休暇 

必要最小限度の期

間 

服忌休暇 職員が親族の喪に遭った場合の休暇 
親族に応じ10日以

内で定める日数 

骨髄提供休暇 
職員が骨髄バンクへの登録や骨髄液を提供する場

合の必要な検査、入院等のための休暇 

登録、検査、骨髄液

の提供に必要な期

間 

社会貢献活動休暇 職員がボランティア活動を行う場合の休暇 5日の範囲内 

夏季休暇 夏季における休暇 5日の範囲内 

子の看護休暇 
9歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にあ

る子を養育する職員が、子を看護する場合の休暇 
5日の範囲内 

区  分 
育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

育児短時間 

勤務取得者数 

男性職員 17 21 1 
市長部局等 

女性職員 563 247 25 

男性職員 1 2 0 
水 道 局 

女性職員 6 2 2 

男性職員 0 1 0 
交 通 局 

女性職員 5 1 0 

男性職員 0 0 0 
病院経営局 

女性職員 98 42 25 

計  690 316 53 
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（イ）平成21年度中の新たな育児休業対象者数に占める育児休業等取得者数 
（単位：人） 

区  分 

平成21年度中に新

たに育児休業が取

得可能となった職

員（育児休業対象

者数） 

うち育児休

業取得者数 

うち部分休

業取得者数 

育児短時

間勤務取

得者数 

男性職員 374 4 1 0
市長部局等

女性職員 239 233 0 0

男性職員 29 1 0 0
水 道 局

女性職員 5 5 0 0

男性職員 38 0 0 0
交 通 局

女性職員 2 2 0 0

男性職員 14 0 0 0
病院経営局

女性職員 44 42 0 1

計  745 287 1 1

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 

 

オ 介護休暇の取得状況 

 
  介護休暇は、職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢により日常

生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当と認められる場合

に連続する6月の期間内で認められます。 

平成21年度における介護休暇の取得状況は、次のとおりです。 

 
（単位：人） 

休暇の取得形式 
区  分 

介護休暇

取得者数 計 日単位 時間単位 

男性職員 11 11 10 1
市長部局等

女性職員 23 23 21 2

男性職員 2 2 2 0
水 道 局

女性職員 1 1 1 0

男性職員 10 10 10 0
交 通 局

女性職員 0 0 0 0

男性職員 1 1 1 0
病院経営局

女性職員 1 1 1 0

計  49 49 46 3

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 

 

 



- 19 - 

(4) 職員の分限及び懲戒処分の状況 

分限処分は、職員がその職責を十分に果たすことができない場合など一定の事由があ

る場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分で、公務の能率の維

持向上およびその適正な運営の確保を図ることを目的としています。 
ここでは、職員の分限処分者数及び懲戒処分者数の状況について紹介します。 

 
 ア 処分事由別分限処分者数の状況 

任命権者は、以下の事由がある場合、職員に対し、降任、免職、休職又は降給の分限処分を

することができます。 

【降任、免職の処分事由】 

① 勤務実績が良くない場合（法第 28 条第 1項第 1号） 
② 心身の故障のため職務遂行に支障がある等の場合（法第 28 条第 1項第 2号） 
③ 職に必要な適格性を欠く場合（法第 28 条第 1項第 3号） 
④ 職制等の改廃等により過員等を生じた場合（法第 28 条第 1項第 4号） 

【休職の処分事由】 

① 心身の故障のため長期休養を要する場合（法第 28 条第 2項第 1号） 
② 刑事事件に関し起訴された場合（法第 28 条第 2項第 2号） 
③ 条例に定める事由による場合（公共的施設等で職務に関連する事項の調査、研究等に従事す
る場合や（外国）政府等の招きにより職務に関連する業務に従事する場合）（法第 27 条第 2項） 

（単位：人） 

区 分 降 任 免 職 休 職 降 給 計 

法第28条第4

項により失

職した者 

市長部局等 0 2 554 556 0

消防局 0 0 49 49 0

水道局 0 1 85 86 0

交通局 0 2 67 69 0

病院経営局 0 0 27 27 0

教育委員会 0 0 300 300 0

計 0 5 1,082 1,087 0

（注 1）法とは地方公務員法を指します。 

（注 2）降任とは現在任用されている職より下位の職に任用する処分です。 

（注 3）免職とは職員の意に反してその職を失わせる処分です。 

（注 4）休職とは職を保有したまま職員を一定期間職務に従事させない処分です。 

（注 5）降給とは現在より低い給料月額に格付ける処分です。 

（注 6）休職処分者数は、処分件数に着目して計上したものであり、延べ人数です。 

（注 7）法 28 条第 4項は、法第 16 条の「欠格条項」に該当し、失職した者です。 

（注 8）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会（教育委員会を除く）をいいます。 

（注 9）再任用職員を含みます。 
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 イ 処分事由別懲戒処分者数の状況 

任命権者は、以下の事由がある場合、職員に対し、戒告、減給、停職又は免職の懲戒

処分をすることができます。 

 本市では、地方公務員法で定める事由についてさらに明確にし、職員の違法な行為や

非行に対してこれまで以上に厳正かつ公正に対処するため、平成 15 年 9 月、「横浜市懲

戒処分の標準例」を策定しました。 

 本市では、標準例を全職員に周知徹底するとともに、研修等を通じ、不祥事防止に取

り組んでいます。 
【戒告、減給、停職又は免職の処分事由】 

① 法令違反（法第 29 条第 1項第 1号） 
② 職務上の義務違反又は怠慢（法第 29 条第 1項第 2号） 
③ 全体の奉仕者たるにふさわしくない非行（法第 29 条第 1項第 3号） 

（単位：人） 

区 分 戒 告 減 給 停 職 免 職 計 

市長部局等 8 7 5 2 22

消防局 0 0 0 1 1

水道局 0 0 1 0 1

交通局 67 192 7 0 266

病院経営局 0 0 0 0 0

教育委員会 8 0 5 9 22

計 83 199 18 12 312

（注 1）法とは地方公務員法を指します。 

（注 2）戒告とは職員の規律違反に対して、その将来を戒めるため行う処分です。 

（注 3）減給とは一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分です。 

（注 4）停職とは職員を懲罰として職務に従事させない処分です。停職期間中は、給与は支給 

されません。 

（注 5）免職とは懲罰として職員の身分を失わせる処分です。 

（注 6）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会（教育委員会を除く）をいいます。 

（注 7）再任用職員を含みます。 
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 (５) 職員の服務の状況 

地方公務員法第 30 条において、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益

のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなけ

ればならない。」と規定されています。 

  同法では、具体的に、「法令及び上司の職務上の命令に従う義務」、「信用失墜行為

の禁止」、「職務上知りえた秘密を守る義務」、「職務に専念する義務」、「政治的行為

の制限」、「争議行為等の禁止」、「営利企業の従事制限」などを職員へ課しています。 

  本市では、平成 15 年 9 月に「横浜市懲戒処分の標準例」で、服務上の義務違反に

ついて定めており、処分の程度を明確化し、不祥事防止への取組を進めています。 

ここでは、職員の職務に係る倫理の保持に関する取組や営利企業への従事許可状

況について紹介します。 

 

ア 職員の職務にかかる倫理の保持に関する取組の状況 

  

    公務に対する市民の信頼確保への取組として、副市長から全職員に向けての通達による「不

祥事防止の防止及び虚礼・贈答の廃止」や「選挙運動に関する注意」等の周知徹底に加え、

職員の服務に関する事項を「横浜市職員服務規程」（23 ページ参照）などにおいて定めていま

す。 

    これらを踏まえ、全職員一人ひとりが自覚と誇りをもって行動するよう、日頃から研修等

を通じ周知徹底を図っています。 

    市長部局において実施している取組は次のとおりです。 

 

事      項 取   組   内   容 実施時期 

不祥事防止研修の実施 ○全局区において、講義やグループ討議、事例研究

やビデオ教材等による研修を実施 

平成21年４月～ 

平成22年３月 

○政治的中立性の確保の徹底について、全職員へ通

知 

平成21年４月 

８月 

○職員の選挙活動に関する諸注意について、全職員

へ通知 

平成21年７月 

○不祥事の防止及び中元期における虚礼・贈答の廃

止について、全職員へ通知 

平成21年６月 

○年末年始における虚礼・贈答等の禁止について、

全職員へ通知 

平成21年10月 

副市長通知等 

○飲酒運転防止等の徹底について、全職員へ通知 平成21年９月 

10月 
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イ 営利企業等への従事許可状況 

 

地方公務員法第 38 条において、「職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的と

する私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員その他人事委員会規則で定める

地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若

しくは事務にも従事してはならない。」と規定されています。 

任命権者が許可することができる場合については、人事委員会規則（営利企業等の従事制

限に関する規則）において定められており、「①公益上必要がある場合を除き、職員の職とそ

の職員が関係する私企業との間に特別の利害関係を生じない場合又は生じるおそれのない場

合、②職員の職務遂行に対し、時間的又は肉体的な支障を及ぼさない場合又はそのおそれの

ない場合、③法の精神に反しない場合」に限定されています。 

本市では、法の趣旨をふまえ、職員の営利企業等への従事制限の許可を行っています。外

郭団体等本市関係団体の役員を兼ねる場合や、国の調査員を行う場合などが挙げられます。 

 

（単位：件） 

区   分 許可件数 

市 長 部 局 等 750 

消 防 局 24 

水  道  局 74 

交  通  局 6 

病 院 経 営 局 396 

教 育 委 員 会 447 

計 1,697 

（注 1）市長部局等とは、市長部局及び行政委員会(教育委員会を除く)をいいます。 

（注 2）許可件数は延数です。 

（注 3）教育委員会には、教育公務員特例法第 17 条による承認件数を含みます。 

 

 

ウ 職務専念義務の免除（職免）の概要 

 

地方公務員法第 35 条により、職員には、勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責

遂行のために用い、勤務する地方公共団体が行うべき職務にのみ従事しなければならないと

いう「職務専念義務」が課されています。ただし、法律又は条例に特別の定めがある場合に、

職務専念義務が免除されることになっており、研修を受ける場合、厚生に関する計画の実施

に参加する場合などに認められます。 
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【参考】 横浜市職員服務規程 
平成21年3月25日 

達第3号 
庁中一般 

横浜市職員服務規程を次のように定める。 
横浜市職員服務規程 

横浜市職員服務規程(平成4年3月達第3号)の全部を改正する。 

 
(目的) 
第1条 この規程は、職員(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第4条第1項の職員をいう。
以下同じ。)の服務について定めるものとする。 

2 職員の服務については、法令、条例、規則その他の規程(以下「法令等」という。)に定
めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 
(服務の原則) 
第2条 職員は、全体の奉仕者として、公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を自覚
し、法令等及び上司の命令に従い、誠実かつ公正に職務を執行しなければならない。 

2 職員は、横浜市職員であるという自覚と誇りを持ち、市民の信頼にこたえることがで
きるよう全力を挙げて職務を執行するとともに、勤務時間内はもとより、勤務時間外に

おいても自らの行動が公務の信用に影響を与えることを常に認識し、自らを律して行動

しなければならない。 

 
(職務に専念する義務) 
第3条 職員は、勤務時間中は全力を挙げて職務に専念するものとし、みだりに勤務場所
を離れてはならない。 

 
(職員き章、名札及び職員証) 
第4条 職員は、職務の執行に当たっては、職員き章及び名札を着用し、職員証を所持し
なければならない。 

 
(出勤) 
第5条 職員は、自らが出勤したことを記録しなければならない。 
 

(出張及び復命) 
第6条 職員は、出張を命ぜられたときは、上司の指示を受けるとともに、出張中に、業
務の都合又は病気その他やむを得ない事由により予定を変更しなければならないときは、
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速やかに上司に連絡をとり、その承認を得なければならない。 
2 職員は、上司に随行した場合を除き、出張が終了した場合は、復命書を作成し、命令
者に提出しなければならない。ただし、軽易な出張の場合又は特に命令者が認めた場合

には、口頭により復命することができる。 
 

(事務の引継ぎ) 
第7条 職員は、退職、休職、転任等となったときは、事務引継書を作成し、担当事務を
速やかに後任者又は上司の指定する者に引き継ぎ、その結果を局区長にあっては市長に、

その他の職員にあっては直属の上司に報告しなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、別に定める職員は、上司の承認を得たときは、事務引継書に

代えて、口頭又はその他の文書により、担当事務を引き継ぐことができるものとする。 

3  職員は、出張又は休暇等のため不在となるときは、その間に処理しなければならない担

当事務を上司又は上司の指定する者に引き継ぎ、事務に支障が生じないようにしなけれ

ばならない。 
 

(長期不在時の届出) 
第8条 職員は、傷病のため勤務に従事できない期間が10日以上に及ぶときは、医師の診
断書を添えて、上司に状況を報告しなければならない。 

2 職員は、私事旅行等により長期間住居を離れる場合は、その間勤務先からの連絡に対
応できるよう努めなければならない。 

 
(身上の届出) 
第9条 職員は、身上に関する願、届出書等を、別に定めるところにより提出しなければ
ならない。 

2 職員は、前項の規定により提出した届出書等の記載事項に変更が生じたときは、速や
かに当該変更事項について届け出なければならない。 

 
(公私の区別) 
第10条 職員は、常に公私の別を明らかにし、その職務や地位を私的な利益のために用い
てはならない。 

 
(差別的取扱いの禁止) 
第11条 職員は、一部の者に対してのみ有利又は不利な取扱いをする等、不当な差別的取
扱いをしてはならない。 

 
(不当要求への対応) 
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第12条 職員は、職務の執行に当たり、法令等若しくは上司の職務上の命令に違反し、又
は職務の執行の公正さを損なうおそれがある要求に応じてはならない。 

 
(利害関係を有するものとの接触規制) 
第13条 職員は、別に定めるところにより局区コンプライアンス推進員(横浜市職員の公正
な職務の執行及び適正な行政運営の確保に関する規則(平成18年12月横浜市規則第145
号)第8条第1項に規定する局区コンプライアンス推進員をいう。)が承認した場合を除き、
自らの職務に利害関係を有するものからの金品の受領、利益又は便宜の供与を受ける行

為その他の職務の執行の公正さに対する市民の信頼を損なうおそれのある行為をしては

ならない。 
 

(兼職) 
第14条 職員は、営利企業等に従事しようとするときは、別に定めるところにより、関係
書類を添えて市長に申請し、その許可を受けなければならない。 

 
(政治的行為) 
第15条 職員は、法令等で禁止された政治的行為をしてはならない。 

 
(争議行為等) 
第16条 職員は、法令等で禁止された、同盟罷業、怠業その他の争議行為又は怠業的行為
をしてはならない。 

 
(文書管理) 
第17条 職員は、法令等に従い、行政文書(横浜市行政文書管理規則(平成12年3月横浜市規
則第25号)第2条第1項に規定する行政文書をいう。)を適切に作成し、取得し、分類し、
記録し、整理し、保存し、及び廃棄しなければならない。 

 
(会計事務等) 
第18条 職員は、法令等に従い、会計事務及び契約事務を適正に執行するとともに、現金
及び有価証券を適切に管理しなければならない。 

2 職員は、市の施設、物品その他財産を適切に取り扱うものとし、き損し、又は私用に
供してはならない。 

 
(守秘義務及び情報管理) 
第19条 職員は、職務上知り得た秘密を守らなければならない。 
2 職員は、市民の不信を招き、また市民に不利益を与えることのないよう、法令等に従
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い、情報を適正に取り扱わなければならない。 

 
(事故報告) 
第20条 職員は、公務上又は公務外において事故等があった場合は、別に定めるところに
より、遅滞なく上司に報告しなければならない。 

 
(危機に関する対応) 
第21条 職員は、庁舎又はその近隣に出火その他横浜市危機管理指針で定める危機(以下
「危機」という。)が発生した場合は、速やかに登庁して上司の指揮を受けなければなら
ない。 

2 職員は、横浜市域に危機が発生したとき、又は発生するおそれがあるときは、横浜市
防災計画等に定められた動員計画、事務分掌等に応じた危機管理業務に従事しなければ

ならない。 

 
(相互協力) 
第22条 職員は、業務を行うに当たっては、情報や課題を共有し、相互に協力しなければ
ならない。 

 
(管理監督職員の責務) 
第23条 職員を管理し、又は監督する地位にある職員(以下「管理監督職員」という。)は、
その職責の重要性を自覚するとともに、職務に係る倫理の保持について管理又は監督の

対象となる職員からの相談に応じ、必要な指導及び助言を行わなければならない。 
2 管理監督職員は、職員の職務に係る非行を発生させることのないよう、率先垂範して
適正な職務執行と厳正な服務規律の維持に努めるとともに、職場研修の実施等により良

好な職場環境の維持及び醸成に努めなければならない。 

 
(服務の徹底) 
第24条 総務局長は、服務の徹底及び不祥事防止のための研修その他の必要な事項につい
て、別に定めるものとする。 

 
(委任) 
第25条 この規程の施行に関し必要な事項は、総務局長が定める。 
 

附 則 
(施行期日) 

1 この達は、平成21年4月1日から施行する。 
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(横浜市職員倫理規程の廃止) 
2 横浜市職員倫理規程(平成16年3月達第4号)は、廃止する。 

附 則(平成22年3月達第８号) 

(施行期日) 
1 この達は、平成22年4月1日から施行する。 
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(6) 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

 市民のニーズや意識の変化に的確に対応しつつ、市民サービスを向上させていくために

は、職員一人ひとりがこれまで以上に力を発揮し、多様な課題に対して積極的に取り組ん

でいく必要があります。 

 そのためには、職員の職務を通じて発揮された意欲や能力、実績を公正かつ客観的に評

価する仕組みを確立し、その結果に基づいて、職員研修をはじめとする能力開発や意欲向

上に向けた取組を行っていくことが重要となります。 

ここでは、職員の研修の基本方針や研修実績、勤務成績の評定の状況について紹介しま

す。 

 

 

ア 研修の基本方針 

 

横浜市人材育成ビジョンに示された次のような基本的な考え方に基づき、求められる

職員像である「ヨコハマを愛し、市民に信頼され、自ら考え行動する職員」の育成を目

指して、研修を実施していきます。 

 

（ア）「人材こそが最も重要な経営資源」であるとの認識のもと、求められる職員を育成

するために「人を育てる組織風土」を醸成します。 

 

（イ）多様化した市民ニーズに対応し、職員がその職責や役割に応じた能力を十分発揮す

るため、個々の能力開発段階（育成状況）に応じたきめ細かな人材育成を行います。 

 

（ウ）研修と人事が連携した、総合的な仕組みづくりを行います。 
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イ 研修体系  
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ウ 研修実績 

 

職員の能力開発段階やキャリア段階に応じて、主体的・自律的に能力開発を進められ

るよう、課題別研修の再編成を行い、「ステップアップ・カレッジ」を創設しました。「政

策形成コース」など７つのコース（分野）を設け、職員のさらなる能力向上に向けた研

修プログラムを、能力開発段階やキャリア段階別に提供しました。 

また、キャリア形成支援の充実の一環として、中堅職員研修を見直し、より早期に自

分の目標を主体的にとらえ、日々の業務に取り組みながら積極的に能力開発に取り組め

るよう、「キャリアデザイン研修」を新設したほか、メンター制度を本格的に実施しま

した。 

そのほか、幹部職員向け研修の実施などによる、責任職のマネジメント力強化や、女

性ポテンシャル発揮プログラムの推進、庁内講師の活用・ＯＪＴの推進に取り組みまし

た。 

 

 

（ア）市長部局及び行政委員会等（教育委員会を除く）の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

基礎研修 
「新採用職員研修」「中堅職員研修」「新任

係長研修」「経営責任職研修」など 
11,801

能力開発型研修 

「ステップアップ・カレッジ」「人事交流・

派遣研修」「人材育成担当者セミナー」な

ど 

7,732

所属研修 

業務主管部門研修 

「転入者向け研修」「人権啓発研修」「不祥

事防止研修」「個人情報保護研修」など 
93,144

計 112,677

  （注）受講者数は延べ人数です。以下同様です。 

 

 

（イ）消防局の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

消防訓練センター教育 
「初任基礎教育」「消防司令基礎教育」「救

急救命士養成」「救助隊員養成」など 
2,273

主管課教育 

「危機管理セミナー」「防災係員実務研修」

「消防建築関係法令実務実習」「救助技術

訓練」など 

21,342

計 23,615
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（ウ）水道局の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

水道局 

人材開発課研修 

「新採用、転入職員研修」「技術職員養成

研修」「お客さまサービスセンター実務研

修」「コスト意識研修」など 

1,726

主管課研修 
「電気安全講演会」「交通安全研修」「施設

見学研修」など 
1,806

計 3,532

 

 

（エ）交通局の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

所属研修 

「新採用職員研修」「バス安全運転研修」

「乗合自動車運転手養成」「運輸安全マネ

ジメント研修」など 

1,068

 

 

（オ）病院経営局の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

所属研修 

「新採用職員研修」「局外転入者研修」「暴

力から患者、職員を守るための安全対策研

修」など 

1,190

 

 

（カ）教育委員会の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

所属研修 

「新任指導主事研修」「学校用務員初任者

研修」「給食調理員夏季研修会」「局内経理

実務研修」など 

5,258
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エ 勤務成績の評定の状況 

 

本市においては、職員が、市民満足度の向上のために公務員としての使命感を高め、全力で職務を全うするた

めには、「努力してもしなくても同じ」ではなく、全ての職員の意欲や能力、実績を適切に評価していくことが必

要であると考えています。 

このような考え方により、これまで、係長以上の職員には人事考課を実施してきましたが、平成16年度からは、

一般職員に対しても、人事考課制度を導入し、さらに平成19年度からは、人事考課結果を昇任や昇給といった処

遇に反映させました。 

これらの制度の実施により、職員全員の意欲と能力を最大限に引き出し、積極果敢に挑戦する人材を育成し活

用することで、きめ細やかな市民サービスを実現していきます。 

市長部局等の制度の概要は次のとおりです。 

 

《人 事 考 課 制 度》 
区長・局長・事業本部長を除く経営責任職及び 

運営責任職（理事、部長、課長、課長補佐及び係長級職員） 
係長級以上の職員を除く 

一般職員 

目標によるマネジメント（ＭＢＯ）を活用した業務実績評価 

区 
分 

区長・局長・ 
事業本部長 

勤務実績評価 
目標によるマネジメント（ＭＢＯ） 業務実績評価 

人事考課 

目 

的 

区局事業本部長目

標シートの達成状

況などを評価する

ことにより意欲や

チャレンジする姿

勢を向上させ、効

率的な行政運営を

実現させるため 

能力主義・実績主義に

基づき、適材適所の配

置及び昇任を実現し、

責任職の能力開発、資

質の向上を図ること 

事務事業の遂行にあたって目標を明確化するこ

とにより、事務事業の効率的かつ効果的な実施、

職場の活性化及び職員の人材育成その他人事施

策に資すること 

職員の職務を通じて発揮さ

れた意欲や能力、実績を公

正かつ客観的に評価し、適

切な指導・助言をすること

で、職員の人材育成や能力

開発を図ること 

考
課
者 

副市長 該当者の上位級職員 該当者の上位級職員  

 

 

一次考課者：所属係長 

二次考課者：所属課長 

調
整
者 

市長 考課者の上位級職員

又は当該区局の人事

担当部長 

 該当者の上位級職

員、人事担当部長、

区局長 

一次調整者：所属部長 

二次調整者：所属人事担当

課長 

評
価
項
目 

・区局事業本部長

目標シートの達成

状況の評価（目標

設定・実績） 

・日頃の組織運

営・改革への取り

組み姿勢 

・緊急課題に対す

る取組状況 

①基本（仕事に対する取

り組み姿勢・チャレンジ

度・部下育成《課長～係

長》・人材育成《専任

職》・コンプライアンス

の推進・ストレス耐性） 

②業績（仕事の達成状

況） 

③情意（責任性・積極

性・協調性・規律性） 

④能力（計画・企画力・

折衝力・表現力・判断・

決断力・理解力等） 

 

 

 

・目標及び具体的取組

事項・達成時期を自ら

示し、その達成度を評

価する。 

・個人の目標に対する

到達度を評価する。 

（絶対評価） 

・対象者のＭＢＯの

行動計画・評価書を

参考に、設定した目

標の内容、難易度及

び到達度等の観点か

ら総合的に評価す

る。 

（相対評価） 

①業務実績（業務の質・量）

②取組姿勢（積極性、 

協調性、規律性、責任性）

③能力（知識・技術、 

理解力、表現力） 

④市民対応・市民の視点 

⑤チャレンジ 
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区長・局長・事業本部長を除く経営責任職及び 

運営責任職（理事、部長、課長、課長補佐及び係長級職員） 

係長級以上の職員を除く 

一般職員 

目標によるマネジメント（ＭＢＯ）を活用した業務実績評価 

区 
分 

区長・局長・ 
事業本部長 

勤務実績評価 
目標によるマネジメント（ＭＢＯ） 業務実績評価 

人事考課 

評
価
対
象
期
間 

【評価期間】 

4月1日～翌 

3月31日 

中間期：4月1日 

～9月30日 

期末期：10月１日 

～翌3月31日 

 

【評価期間】 

4月1日～翌3月31

日 

 

【評価期間】 

中間期：4月1日～9月30日 

期末期：10月１日～翌3月31日 

 

【評価期間】 

4月1日～翌3月31日 

 

評
価 

ラ
ン
ク 

Ｓ～Ｅの 6 段階

評価 

Ｓ～Ｄの5段階評価 Ａ～Ｅの５段階評価 【局長級・部長級】 

Ｓ～Ｅの６段階評価 

【課長級】 

Ａ～Ｅの５段階評価 

【課長補佐・係長級】 

Ａ～Ｄの４段階評価 

 

・各考課項目の評価は1～

5の5段階評価 

・総合評価は、Ａ～Ｅの5

段階評価 

給
与
上

の
反
映 

勤勉手当の成績

率及び昇給に反

映される。 

昇給に反映される。 業務実績評価の参考

とされる。 

勤勉手当の成績率に

反映される。 

昇給に反映される。 

 

（注１） 市長部局等とは、市長部局及び行政委員会をいいます。 

（注２） 消防局、水道局、交通局及び病院経営局は、市長部局に準じます。 
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(7) 職員の福祉及び利益の保護の状況 

職員がその意欲と能力を十分に発揮し、健康でいきいきと能率的かつ適正に公務を実施

できるよう、地方公務員法等の趣旨にそって、職員の厚生福利、安全衛生管理、公務災害

補償を行っています。 

ここでは、職員の健康診断や健康相談、厚生福利関係の実施状況などを紹介します。 

 

ア 衛生管理関係の実施状況 

    労働安全衛生法、労働安全衛生規則、その他の法令に基づき、健康診断を行うとともに、

職員自らが健康管理を行っていけるよう、健康相談や健康教育等の事業を行い、職員の健康

の保持・増進に努めています。 

 

（ア）健康診断 

（単位：人） 

項  目 受診者数 

一般健康診断 53,710／対象者 54,210

特殊健康診断 23,278

（注 1）再任用職員及び非常勤職員を含みます。 
（注 2）一般健康診断の受診者数は、定期健康診断、特定業務従事者健康診断、雇入時健康診

断の受診者数の合計です。 
（注 3）特殊健康診断とは労働安全衛生法等に基づく電離放射線業務従事者等有害業務従事者

に対する健康診断です。 

                             
（イ）保健指導 

（単位：人） 
項  目 実施者数 

健康診断後の面談及び文書・電話による指導、過

重労働対策面談、就業診査等 
   7,472

（注）再任用職員及び非常勤職員を含みます。 
 

（ウ）健康相談 

（単位：人） 
項  目 相談者数 

健康診断後の保健指導以外の面談及び文書、電話

による指導、メンタルヘルス相談等 
8,095

（注）再任用職員及び非常勤職員を含みます。 
 

（エ）健康教育                                                                        

（単位：回） 
項  目 実施回数 

各種研修（メンタルヘルス研修等）、講演会、 
生活習慣改善セミナー等 

 192

（注）再任用職員及び非常勤職員を含みます。 
 
 



 

- 35 - 

イ 厚生福利関係の実施状況 

職員の意欲や能力の発揮と元気回復などを目的として福利厚生事業を行っています。 
 

 

 
 

ウ 公務災害認定件数 

公務上・通勤途上の災害に被災した職員に対し、地方公務員災害補償法に基づき、療養補

償、休業補償、障害補償等の各種補償を行っています。 
（単位：件） 

 
 
 
 
 

（注 1）一般職員には、再任用職員を含みます。 
（注 2）教職員には、市費負担教職員と県費負担教職員があります。 
（注 3）（ ）内は市費負担教職員で内数となります。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

項  目 対象者数等 

被服貸与 貸与者数 15,868 人

財産形成貯蓄(勤労者財産形成促進法による) 契約件数 19,098 件

永年勤続職員表彰 被表彰者数 2,119 人

いきいきライフプラン事業（退職準備、生涯生活

設計支援） 

（平成 21 年９月、11 月ｾﾐﾅｰ実施） 

セミナー参加者数 1,018 人

対象者数 1,849 人

職員体育大会等（所属対抗のスポーツ大会） 参加者数 1,898 人

区  分 公務災害 通勤災害 

一 般 職 員 484 64 

教 職 員 88(2) 17(0) 
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エ その他（職員共済組合、職員厚生会） 

厳しい財政状況の下で時代の要請や職員のニーズに合った互助共済及び厚生福利の事業

を実施するため、法令等に基づき職員共済組合、職員厚生会を設置し、厚生福利共済事業を

実施しています。 

 

（ア）横浜市職員共済組合 

 

（注1）保険料率は平成21年度末現在の一般職職員を対象とする料率です。 

（注2）長期経理の公的負担金率とは、基礎年金の給付費用として公費負担が法定されているもので

す。 

（注3）追加費用率とは、地方公務員等共済組合法施行前の期間分の年金給付に充てるため事業主が 

負担する費用として法定されているものです。 
（注4）平成21年12月1日健康保険組合は解散し、健康保険事業等は共済組合に引き継いだため、短 

期経理は、平成21年12月から平成22年3月までの健康保険事業費等を含んでいます。 

地方公務員等共済組合法に基づき、病気、けが、死亡、出産、休業、災害等に係る給付

や退職後の年金支給など職員の互助救済を目的として設置しています。 

組 合 員 

26,888 人 

県費負担教職員（小・中学校教職員）、市立高等学校教職員、再任用職員、嘱託職

員、非常勤アルバイトは除く。 

短期経理（保健、休業、災害、その他の給付） 

 

事業費 1,592,072 千円 

保険料率 
給料分 50.25625／1000、期末・勤勉手当分 40.205／1000（組

合員と事業主がそれぞれ負担） 

 

 

 

 

 

  

長期経理（共済年金の給付） 
＜地方公務員共済組合連合会・総務省告示に基づく保険料率＞ 

＊（  ）内は平成 20 年 9 月に改定された平成 21 年 8 月までの料率で、改定率

が厚生年金と同じ。 

事業費 38,232,397 千円  

 

保険料率 

給料分 94.7125／1000(92.50／1000)（組合員負担） 

期末・勤勉手当分 75.77／1000(74.00／1000)（組合員負担）

給料分 135.2125／1000(133.00／1000)（事業主負担） 

期末・勤勉手当分 108.17／1000(106.40／1000)（事業主負担）

追加費用率 63.40／1000 を事業主が負担 

 

 

 

業務経理（事務費） 

事業費 125,349 千円 

保健経理（特定健康診査等保健事業） 

 事業費  58,246 千円 

 保険料率 給料分 0.9375／1000    期末・勤勉手当分 0.75／1000 

      （組合員と事業主がそれぞれ負担） 

貸付経理（住宅その他の貸付事業） 

＜貸付事業の人件費・事務費は貸付金の利息収入で負担＞ 

 事 業 費 477,389 千円 

 貸付残高 16,900,232 千円 

 

決算額及び 

事業内容 

(平成 21 年

度末現在) 
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H21 
弔慰金・見舞金・借上宿泊施設等を会費のみで支給、病気・精神疾病等による休

職者等を救済する損害保険として所得保障保険「はまっこ補償プラン」を導入 事業等 

見直し H22 

（予定） 

職員会館の運営休止、選択制福利厚生制度補助額削減、会員制宿泊施設借上事業

の廃止、再任用・嘱託員等への福利厚生代行事業の提供  

 
 
【横浜市立学校教職員互助会】 

 

 

 

 

 

（イ）職員厚生会 

【横浜市職員厚生会】 

横浜市職員厚生会に関する条例に基づき、職員の扶助共済及び福利増進を目的として設置

しています。 

会  員 
29,950 人 

水道局職員、交通局職員、県費負担教職員（小・中学校教職員）、アルバイトは除く。

会  費 給料月額の 5／1000（2,200 円を限度とする） 

会費 566,722 千円 

施設等使用料、保険等あっせん手数料、雑入等 391,749 千円 決 算 額 

交付金等 514,878 千円 

公費負担率 １：0.91（H22 年度 １：0.67） 

余暇活動の支援（カフェテリアプラン、借上宿泊施設の提供、サークル助成） 

交流・憩いの場の提供（職員会館・厚生会寮の運営） 

各種互助給付（慶弔費、互助費） 

日常生活の支援（商品の割引契約、家事福利事業） 
事業内容 

生活設計の支援（いきいきライフプランセミナー、積立年金保険あっせん事業、生

命保険及び損害保険あっせん事業、訴訟費用等交付事業） 

会  員 13,997 人 

会  費 給料月額の 4／1000 

会費 245,121 千円 

事業参加費、団体生命保険取扱手数料、雑入等 136,944 千円 決 算 額 

交付金 147,412 千円 

公費負担率 １：0.60 （H22 年度 １：0.21） 

元気回復、余暇活動の支援 

（福利厚生利用券、施設借上助成） 

各種互助給付（各種祝金、葬祭補助等） 

日常生活の支援（商品の割引契約） 

事業内容 

生活設計の支援（団体保険取扱い、グループ保険事業） 

H21 元気回復余暇活動の支援事業の一部廃止（芸術鑑賞の廃止等） 
事業等 

見直し H22 

(予定) 
スポーツ観戦事業、週末等保養借上施設の廃止 
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【横浜市水道局職員厚生会】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【横浜市交通局厚生会】 

 

 

会  員 2,034 人 

会  費 給料月額の 5／1000 

会費  51,784 千円 

施設等使用料、保険等あっせん手数料、雑入 28,754 千円 決 算 額 

交付金 46,344 千円 

公費負担率 １：0.9（H22 年度 １：0.3） 

余暇活動の支援（アウトソージング・カフェテリアプラン制度の運営） 

元気回復・交流 

各種互助給付（慶弔費、互助費） 

日常生活の支援（指定店） 

事業内容 

生活設計の支援（生命保険及び損害保険あっせん事業） 

H21 
葬儀費の補助事業を一部廃止、厚生会施設「西谷体育館施設」の廃

止 事業等 

見直し H22 

(予定) 
交付金の削減（会費との割合 H21 1：0.9⇒H22 1：0.3） 

会  員 2,557 人 

会  費 給料月額の 9.13／1000 

会費 86,631 千円 

施設等使用料、保険等あっせん手数料、雑入 54,659 千円 決 算 額 

交付金 84,267 千円 

公費負担率 １：0.97 （H22 年度 １：0.94） 

余暇活動の支援（宿泊施設の宿泊費補助、サークル助成） 

交流・憩いの場の提供（厚生会施設の運営） 

各種互助給付（慶弔費、互助費） 

日常生活の支援（商品の割引契約） 

事業内容 

生活設計の支援（積立年金保険あっせん事業、生命保険及び損害保険あっせん事業）

H21 

はまっ子補償プラン（所得補償保険）の導入 

厚生会扶助救済事業の一部共済組合への移行 

① 結婚祝金 
② 弔慰金 
③ 災害見舞金 

事業等 

見直し 

H22 

(予定) 

団体生命保険業務の見直し 

飲料水自販機事業の改善 
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人事委員会の業務の状況 
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（１）職員の競争試験及び選考の状況 
地方公務員法第18条第１項により、競争試験又は選考は人事委員会が行うこととされています。 

本委員会では、同法の規定により本委員会の権限とされている一般職職員の任用に関する事項について

「職員の任用に関する規則」等を制定し、職員の採用、昇任及び転職について、競争試験及び選考を行っ

ています。 

 

ア 採用 

(ｱ) 採用試験・選考 

平成 21 年度に実施した横浜市職員採用試験等の結果、総数で 9,907 人の申込があり、最終合格者は

1,292 人でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験・選考区分 申込者 
第一次

受験者

第一次

合格者

第二次

受験者

第二次

合格者

第三次 
受験者 

最終 
合格者

競争率

 
事務 

人 

3,238 

人

2,524

人

1,286

人

1,166

人

691

人 

640 

人

379

倍

6.7

社会福祉 292 234 135 132 － － 80 2.9

土木 190 145 111 102 － － 64 2.3

建築 143 111 58 55 － － 38 2.9

化学 139 106 41 34 － － 13 8.2

農業 35 27 17 17 － － 7 3.9

機械 50 43 17 16 － － 6 7.2

電気 66 60 30 27 － － 13 4.6

造園 52 42 17 16 － － 9 4.7

行政職員 
（大学卒程度）

情報処理 34 25 6 6 － － 1 25.0

行政職員 
(免許資格職) 

衛生監視員 218 169 34 31 － － 15 11.3

消防職員（大学卒程度） 733 601 289 259 － － 110 5.5

学校事務職員 198 158 28 27 － － 9 17.6

小 計 5,388 4,245 2,069 1,888 691 640 744 5.7

 
国際貢献 
活動経験者 

54 49 15 14 11 11 6 8.2

［事務］  1,792 1,481 217 209 108 105 28 52.9
［土木］ 245 203 86 79 49 49 28 7.3

［建築］ 105 88 24 24 13 12 6 14.7

［機械］ 80 58 16 16 10 10 2 29.0

［電気］ 55 42 17 17 9 9 4 10.5

民間企

業等職

務経験

者 
［造園］ 48 42 7 7 2 2 2 21.0

社会人 

社会福祉職 
経験者 67 59 31 31 22 22 16 3.7

小 計 2,446 2,022 413 397 224 220 92 22.0
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試験・選考区分 申込者 
第一次

受験者

第一次

合格者

第二次

受験者

第二次

合格者

第三次 

受験者 

最終 

合格者
競争率

事務 396 322 173 165 - - 74 4.4

土木 10 10 5 5 - - 2 5.0

機械 0 - - - - - - - 

行政職員 

(高校卒程度) 

電気 6 5 3 2 - - 1 5.0

消防職員（高校卒程度） 506 415 275 247 - - 108 3.8

保育士 520 427 267 246 - - 81 5.3行政職員 

(免許資格職) 保健師 248 171 84 78 - - 30 5.7

学校栄養職員 100 78 16 15 - - 6 13.0

小 計 1,786 1,428 823 758 - - 302 4.7

看護職員採用選考(※) 162 132 - - - - 116 1.1

事務 

（大学卒程度） 
35 29 14 13 - - 5 5.8

事務 

(高校卒程度） 
27 24 8 8 - - 2 12.0

身体に障害

のある人を

対象とした

採用選考 
学校事務 5 4 2 2 - - 1 4.0

社会福祉 33 33 29 26 - - 16 2.1

保健師 9 9 8 7 - - 5 1.8

土木 6 6 6 6 - - 4 1.5

育児休業代

替任期付職

員採用選考 
建築 10 10 9 8 - - 5 2.0

小 計 287 247 76 70 - - 154 1.6

合 計 9,907 7,942 3,381 3,113 915 860 1,292 6.1

※看護職員採用選考については、任命権者に委任しています。 

 

(ｲ) その他の採用選考      

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※企業職員の採用選考については、任命権者に委任しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

職 職位 合格者 
課長級 5

係長級 1
行政職員 
（企業職員を含む※） 

一般職員 2

部長級 1

課長級 6

係長級 4

医療職員 
（企業職員を含む※） 

一般職員 21

合 計 40
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イ 昇任 

係長昇任については、管理職の登竜門として昭和 30 年から係長昇任試験を実施していますが、より広

く優秀な人材を係長へ登用するために、平成 21 年度から係長昇任選考を導入し、試験と選考の両立を図

っています。 
  
(ｱ) 係長・消防司令昇任試験 

 

試験区分 申込者 
第一次 

受験者 

第一次

合格者

第二次

受験者

最終 

合格者
競争率 

 

Ａ 

人 

398 

人

367

人

250

人

245

人

125

倍 

2.9 

 

事務 

Ｂ 41 － － 41 23 1.8 

Ａ 4 4 4 4 3 1.3 
社会福祉 

Ｂ － － － － － － 

Ａ 75 66 46 46 17 3.9 
土木 

Ｂ 13 － － 12 3 4.0 

Ａ 30 28 19 19 11 2.5 
建築 

Ｂ 4 － － 4 2 2.0 

Ａ 21 16 8 8 4  4.0 
機械 

Ｂ  9 － －  9 2 4.5 

Ａ 26 23 14 14 5 4.6 
電気 

Ｂ 11 － － 11 3 3.7 

Ａ 6 6 5 5 3 2.0 
化学 

Ｂ 5 － － 5 2 2.5 

Ａ 1 1 0 － － － 
農業 

Ｂ 0 － － － － － 

Ａ  9  8 7 7 4  2.0 
造園 

Ｂ 1 － － 1 0 － 

Ａ 10 9  8  8 5 1.8 
衛生監視 

Ｂ 5 － － 5 1 5.0 

Ａ 3 3 3 3 3 1.0 
保健師 

Ｂ 1 － － 1 1 1.0 

Ａ 49 48 19 19  8 6.0 
消防司令 

Ｂ 84 － － 79 11 7.2 

合 計    806 579 383 546 236 3.2 

（注１）Ａ区分は筆記による一次試験、筆記・面接・勤務実績・術科（消防司令のみ）による二次試験を行

い、Ｂ区分は筆記試験を行わず、面接・勤務実績・術科（消防司令のみ）による試験を行います。 

（注２）Ａ区分においては第一次受験者を、Ｂ区分においては第二次受験者を受験者として競争率を算出し

ています。 
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(ｲ) 保育園長昇任選考 

選考区分 申込者 合格者 競争率

保育園長 
人 

46 

人

16

倍

2.9

 

(ｳ) 係長昇任選考 

                   （単位：人）   

職 職位 合格者 

行政職員 係長級 80

消防職員 消防司令 4

企業職員 係長級 5

合 計 89

  （注）係長昇任選考は、一般のポストへ昇任させるための選考です。 

 

(ｴ) その他の昇任選考 

                      （単位：人） 

職 職位 合格者 

局長級 21

部長級 53

課長級 125

課長補佐級 151

係長級(※) 5

専任職 26

行政職員 

小 計 381

消防正監 8

消防監 7

消防司令長 16

消防司令 19

専任職 2

           

消防職員 

小 計 52

部長級 5

課長級 7

課長補佐級 3

係長級 17

医療職員 

小 計 32

部長級 2

課長級 13

課長補佐級 16

係長級(※) 21

企業職員 

（水道局、交通局及び

病院経営局職員） 

小 計 52

合 計 517

   ※係長級への昇任選考は、人事委員会が指定する特定のポストへ昇任させるための選考です。 
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ウ 転職 

   一定の在職期間と経験年数を有する職員を他の職へ転職させる場合、その職に応じた職務遂行能力の有

無を判定するために、転職試験・選考を実施しています。 

   そのうち、行政職員転職試験については、受験資格を満たす技能職員を対象に行っています。 

 

(ｱ) 行政職員転職試験 

試験区分 申込者 
第一次 

受験者 

第一次

合格者

第二次

受験者

最終 

合格者
競争率 

事務(A)(B) 
人 

406 

人

341

人

45

人

45

人

 8

倍 

42.6 

土木(A)(B) 2 2 2 2 0 － 

機械 14 12 7 6 1 12.0 

電気 11 10 6 6 1 10.0 

合 計 433 365 60 59 10 36.5 

 

 

(ｲ) 転職選考 

                   （単位：人） 

転職前の職 転職後の職 合格者 

指導主事 行政職員（事務） 11

技能職員 行政職員（事務） 8

学校事務職員 行政職員（事務） 2

学校栄養職員 行政職員（技術） 1

行政職員（技術） 学校栄養職員 1

合 計 23

 



（２）給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

　　地方公務員法第８条、第26条等の規定により、人事委員会は、職員の給与、勤務時間その他の勤

　務状況等について絶えず研究を行い、その成果を議会及び長に提出することと定められています。

　　本委員会では、職員給与等実態調査や職種別民間給与実態調査を実施し、これらの調査結果等を

　もとに、本市職員の給与に関する報告及び勧告を行っています。

 ア 「平成21年６月に支給する期末・勤勉手当の特例措置に関する報告及び勧告」の概要

(ｱ) 報告及び勧告日

 　 平成21年５月14日

(ｲ) 勧告内容

 ａ　市内民間企業における平成21年の夏季一時金は、前年に比べ大幅な減少が見込まれることなど

　　から、平成21年６月期の期末・勤勉手当（2.15月分）について、一部（0.20月分）の支給を見合

　　わせる。

 ｂ　本来支給すべき平成21年６月期の期末・勤勉手当のうち、支給を見合わせた分（0.20月分）

　　の取扱いについては、民間給与実態調査の結果を踏まえ、平成21年秋に必要な措置を勧告する。

 イ 「平成21年 給与に関する報告及び勧告」の概要

(ｱ) 報告及び勧告日

　　平成21年10月８日

(ｲ) 公民比較

　ａ 月例給

　　　　民　間　給　与　　　415,279円 　(A)

　　　　職　員　給　与      417,371円　 (B) 

　　　 公民較差(A)－(B)  　 ▲2,092円 　(▲0.50％)   

  ｂ 特別給（ボーナス）

　   民間の年間支給割合     　4.17月分   (本市：4.50月分)

(ｳ) 勧告内容

　ａ 月例給の改定内容

 　(a) 公民給与の較差（▲0.50％）を解消するため、給料表の改正により、月例給を引下げ

　 (b) 行政職員給料表は、初任給を中心とした若年層は改定率を緩和。それ以外はほぼ同率で引下げ

　 (c) 消防職員給料表、高等学校等教育職員給料表及び医療職員給料表は、行政職員給料表に準じた

 　  引下げ

　ｂ 期末・勤勉手当（ボーナス）の改定内容

 　(a) 期末・勤勉手当を、年間で0.35月分引き下げ、4.15月分とすること。

　 (b) 平成21年６月期の期末・勤勉手当の特例措置により支給を見合わせた分（0.20月分）について

　　 は、引下げ分(0.35月分）の一部に充当

(ｴ) 人事給与制度に関する報告内容

　ａ 人事考課制度の的確な運用

 　　人事考課への職員の納得性を高めるには、評価を客観的かつ公平に行うことが重要であり、考課

 　者全員を対象とする研修を今後も継続して実施すること。
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　ｂ 昇任制度とキャリア形成

   (a) 係長への昇任制度

　　 　平成21年度から導入した「係長昇任選考制度」が、組織運営に及ぼす効果や影響を検証しなが

　 　ら、係長への昇任制度が職員のモチベーションを高めるものとなるよう引き続き検討

   (b) 職員のキャリア形成

　　　 人事考課等の人事制度を職員のキャリア形成のため総合的・有機的に活用すること。キャリア

　 　形成を通じた部下育成が、組織活性化の観点から極めて重要な職務であることを責任職は改めて

　 　認識すること。

　ｃ 女性の責任職への登用
　　 責任職の意識改革や、女性のチャレンジ・キャリア形成支援など、女性責任職の登用拡大に向け

　 た環境の整備に積極的かつ継続的に取り組むこと。

　ｄ 勤務環境の整備

 　　超過勤務の縮減、仕事と生活の両立支援及びメンタルヘルス対策の推進など、勤務環境の整備に

　 取り組むこと。

　ｅ 高齢期職員の雇用問題

　　 公的年金支給開始年齢の段階的引上げに伴う65歳定年制に関する国の動向を見据えながら、本市

　 における課題や方策について検討していくことが必要

 ウ 「教育職員の給与に関する報告及び勧告」の概要

(ｱ) 報告及び勧告日

　　平成22年１月15日

(ｲ) 内容 　

  ａ　市立高校に新たに主幹教諭が設置されることに伴う給料表の改正

 　　高等学校等教育職員給料表を改正し、２級［教諭］と３級［教頭(副校長)］の間に、主幹教諭に

　 適用する新たな級を設ける。

  ｂ　義務教育等教員特別手当を引き下げ、上限額を11,700円（現行20,200円）とする。
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（３）勤務条件に関する措置の要求の状況

  　地方公務員法第46条の規定に基づき、職員から、給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の

　要求があった場合に、同法第47条及び第48条の規定に基づき、事案について審査し、判定するととも

　に、その結果に基づいて必要な勧告等を行います。

   ア　処理状況 (平成21年度） (単位：件）

棄却 一部認容全部認容

平成
21年度

13 3 16 0 0 0 15 0 0 15 1

   イ　完結事案（平成21年度）

（４）不利益処分に関する不服申立ての状況

  　地方公務員法第49条の２の規定に基づき、職員から、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関

　する不服申立てがあった場合は、同法第49条の３から第51条までの規定に基づき、事案について審査

　し、処分の承認、修正又は取消しの裁決を行います。

   ア　処理状況（平成21年度） (単位：件）

棄却 処分取消処分修正

平成
21年度

3 3 6 1 3 0 2 0 0 6 0

   イ　完結事案（平成21年度）

21人（不）第２号     H22.2.16  取下げ

要求内容

    超過勤務手当

    勤務実績

処分内容等

    依願退職処分

処理状況

処理状況

 　 H21.10.1　　棄却

計
（Ａ）

却下

取下

    勤務時間 　　H21.12.16　 棄却

却下

21人（措）第１～２号

事案番号

20人（措）第４～６、９～16、18号

区　分

要求件数 処理件数
翌年度へ
繰越
Ａ－Ｂ

前 年度
か らの
繰 越

打切
判定

計
（Ｂ）

新規 取下

翌年度へ
繰越
Ａ－Ｂ打切

裁決 計
（Ｂ）

21人（不）第３号     免職     H22.3.23  取下げ

区　分

係属件数

前 年度
か らの
繰 越

新規
計

（Ａ）

事案番号

処理件数

　　H21.11.４　 棄却20人（措）第17号

14人（不）第５号

19人（不）第１号

20人（不）第２号

21人（不）第１号

    免職

    停職３月

    人事考課

    免職

    H21.4.1   取下げ

    H22.3.25  棄却

    H22.2.17  棄却

    H21.7.22　却下
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（５）その他市長が必要と認める事項

 ア　組織及び運営

　(ｱ) 委員　　（平成22年３月31日現在）
  　人事委員会は、地方公務員法第９条の２の規定により３人の委員をもって組織され、その委

　員は、地方公共団体の長が議会の同意を得て選任します。

氏名 常勤・非常勤

井上　嘉久 非常勤

佐々木五郎 非常勤

秋山　桂子 非常勤

　(ｲ) 委員会開催状況
　　 人事委員会の会議は、定例会と臨時会に分けられており、定例会は原則として毎週水曜日に

　 行われ、臨時会は委員長が必要があると認めたときなどに行われます。

　　 平成21年度は、定例会を39回開催し、125件の審議を行いました。

　(ｳ) 事務局

　ａ 職員数　　（平成22年３月31日現在）
（単位：人）

部長級 課長級 係長級

1 2 5

(担当部長)
(調査課長)
(任用課長)

 (調査課担当係長 2)
 (任用課担当係長 3)

　ｂ 組織図　　（平成22年３月31日現在）

合計

23

任期満了年月日

平成22年６月30日

平成24年５月31日

平成23年12月20日

局長級

1

  (事務局長)

就任年月日

平成18年７月１日

平成20年６月１日

平成19年12月21日

一般職員

14

  （調査課職員 6）
  （任用課職員 8)

職名

   委員長

   委員

   委員

人事委員会

調査課

事務局

任用課

１　職員の任用制度に関する調査研究及び企
　画立案に関すること。
２　職員の採用試験の立案及び実施に関する
　こと。
３　職員の昇任試験及び転職試験の立案及び
　実施に関すること。

４　職員の採用及び昇任の選考に関すること。
５　その他職員の任用に関すること。

１  人事委員会の委員及び委員会の議事に関すること。
２　人事行政制度に関する総合的な調査研究及び企画立案
　並びに勧告及び意見の申出等に関すること。
３　地方公務員法第４条に規定する職員(以下「職員」と
　いう。)の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する制
　度の調査研究並びに勧告及び報告等に関すること。
４　職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する
　不利益処分についての不服申立てに関すること。
５　職員の苦情の処理に関すること。
６　地方公務員法第52条第１項に規定する職員団体の登録
　等に関すること。
７　労働基準監督機関の職権行使に関すること。
８　退職手当の支給制限等の処分についての調査審議に関
　すること。
９　事務局内の人事､文書､予算及び決算に関すること。
10　他の課の主管に属しないこと。
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 ａ 全国人事委員会連合会
　　全国人事委員会連合会は、都道府県、指定都市及び特別区等の人事委員会で構成されて
　おり、人事行政制度に関する研究、調査、資料収集及び情報交換等を行っています。

活動状況：　総会１回、役員会４回、研修会１回

 ｂ 大都市人事委員会連絡協議会
　　大都市人事委員会連絡協議会は、政令指定都市、東京都及び特別区の人事委員会で構成
　されており、人事行政制度に関する研究、調査、資料収集及び情報交換等を行っています。

　活動状況：　会議５回、研修会３回

イ　職員団体の登録の状況（平成22年３月31日現在）

  　地方公務員法第53条第５項の規定に基づき、職員団体からの登録申請を受けた場合は、構

　成員や規約等を確認し、登録を行います。

(注）登録年月日欄の下段の年月日は、昭和40年の地方公務員法改正による切り替え登録がな

　される前の登録年月日です。

ウ　管理職員等の範囲の指定（平成22年３月31日現在）

  　管理職員等（重要な行政上の決定を行う職員、その決定に参画する管理的地位にある職員、

　職員の任免に関して直接の権限を持つ監督的地位にある職員等）と管理職員等以外の職員と

　は、同一の職員団体を組織することができないとされています（地方公務員法第52条第３項

　ただし書）。

  　管理職員等の範囲については、地方公務員法第52条第４項の規定で、人事委員会規則で定

　めることとされていることから、本委員会では「管理職員等の範囲を定める規則」を定めて

　います。

　　管理職員等の職に該当する職員数は1,340人になります。

平成２年２月19日

平成21年３月18日 　横浜教育問題懇談会

　自治労横浜市従業員労働組合（自治労横浜）

　学校事務職員労働組合神奈川横浜支部

昭和52年９月28日

昭和56年12月24日

　横浜学校労働者組合（横校労）

　神奈川県学校事務労働組合・横浜

昭和41年10月11日
昭和26年５月11日

　横浜市教職員組合（浜教組）

　横浜市立大学病院従業員労働組合（医従）

　横浜市立高等学校教職員組合（浜高教）

(ｴ)国又は他の地方公共団体との連絡活動

昭和41年10月11日
昭和26年５月11日

昭和44年９月12日

平成２年８月１日

登録年月日

昭和41年10月11日
昭和26年９月27日

職員団体名

　横浜市従業員労働組合（市従）

　横浜市立小中学校長副校長組合（浜管組）

昭和41年10月11日
昭和26年５月11日
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エ　労働基準監督機関としての職権の行使
  　地方公務員法第58条第５項の規定に基づき、非現業職員（労働基準法別表第1の第11号、第

　12号及び号外の官公署に勤務する職員に限る）の勤務条件に関する労働基準監督機関の職権を

　行使します。

 (ｱ) 対象事業所（平成22年３月31日現在）

11号
（郵便・電気通信業）

12号
（教育・研究・調査）

号外 合 計

－
　学校、図書館、
　研究所等

 市長部局本庁、
 区役所、消防署等

－

0    540    225    765

 (ｲ) 特定機関等の設置及び検査状況（平成22年３月31日現在）

ボイラー 第一種圧力容器 クレーン ゴンドラ

4 5 0 1

3 3 0 1

0 0 0 0

オ　職員の苦情の処理の状況
　　地方公務員法第８条第１項第11号の規定に基づき、職員から勤務条件や人事管理等に関して

  相談を受ける職員相談を実施しています。相談は面談を原則とし、人事制度などについての説

　明や本人に対する助言、必要に応じて所属や関係部署への情報伝達、調査・照会依頼などを行

　います。
　
 (ｱ) 相談件数（平成21年度）

件数

4

－

4

－

－

1

－

－

1

－

－

10

 (ｲ) 処理状況（平成21年度）

件　数

3

－

 総務局
 人事組織課

1

 所属人事担当課 6

－

－

10

 その他

 合 計

 相談者から事情を聴取し制度の説明や助言を
 行ったもの

 相談者に当局との話し合いを勧めたもの

 相談者の申出内容を
 当局に伝えたもの

 当局に調査・報告を依頼したもの

  合 計

処　理　内　容

  上司への不満

  上司以外の職員への不満

  セクハラ

  その他

  パワハラ

区 分

設 置 数

号別区分等

事 業 所 数

性 能 検 査

本市の代表的な事業所

落 成 検 査

  勤務時間、休暇等関係

  人事考課関係

  健康安全等関係

  公平審査手続関係

区分

  任用関係

  給与関係
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【参考】 根拠法令 
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地方公務員法（抜粋） 

（人事行政の運営等の状況の公表） 

第五十八条の二 任命権者は、条例で定めるところにより、毎年、地方公共団体の長に

対し、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（第二十八条の五第一項に規定

する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除く。）の任用、給与、勤務時間その他

の勤務条件、分限及び懲戒、服務、研修及び勤務成績の評定並びに福祉及び利益の保

護等人事行政の運営の状況を報告しなければならない。 

２ 人事委員会又は公平委員会は、条例で定めるところにより、毎年、地方公共団体の

長に対し、業務の状況を報告しなければならない。 

３ 地方公共団体の長は、前二項の規定による報告を受けたときは、条例で定めるとこ

ろにより、毎年、第一項の規定による報告を取りまとめ、その概要及び前項の規定に

よる報告を公表しなければならない。 
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横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

平成 17 年２月 25 日 

条例第２号 

横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例をここに公布する。 

横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 58 条の２の規定

に基づき、人事行政の運営等の状況の公表に関し必要な事項を定めるものとする。 

（報告の時期） 

第２条 任命権者は、毎年 10 月末日までに、市長に対し、前年度における人事行政

の運営の状況を報告しなければならない。 

（報告事項） 

第３条 任命権者が前条の規定により報告しなければならない事項は、職員（臨時

的に任用された職員及び非常勤職員（地方公務員法第 28 条の５第１項に規定する

短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除く。以下同じ。）に係る次に掲げる

事項とする。 

(1) 職員の任免及び職員数に関する状況 

(2) 職員の給与の状況 

(3) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(4) 職員の分限及び懲戒処分の状況 

(5) 職員の服務の状況 

(6) 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

(7) 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(8) その他市長が必要と認める事項 

（人事委員会の報告の時期） 

第４条 人事委員会は、毎年 10 月末日までに、市長に対し、前年度における業務の

状況を報告しなければならない。 

（人事委員会の報告事項） 

第５条 人事委員会が前条の規定により報告しなければならない事項は、次に掲げ

る事項とする。 

(1) 職員の競争試験及び選考の状況 

(2) 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

(3) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

(4) 不利益処分に関する不服申立ての状況 

(5) その他市長が必要と認める事項 

（公表の時期） 

第６条 市長は、第２条及び第４条の規定による報告を受けたときは、毎年 11 月末

日までに、第２条の規定による報告を取りまとめ、その概要及び第４条の規定に

よる報告を公表しなければならない。 

（公表の方法） 

第７条 前条の規定による公表は、次に掲げる方法で行う。 

(1) 横浜市報に登載する方法 

(2) インターネットを利用して閲覧に供する方法 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成 17 年４月１日から施行する。 

 



【お問合せ先】 

 

◇人事行政の運営の状況 

（１）職員の任免及び職員数に関する状況  …総 務 局 人 材 組 織 部 人 事 組 織 課（℡：045-671-2150） 

（２）職員の給与の状況            …総 務 局 人 材 組 織 部 労 務 課（℡：045-671-2157） 

（３）職員の勤務時間その他の勤務条件の状況…総 務 局 人 材 組 織 部 労 務 課（℡：045-671-2157） 

（４）職員の分限及び懲戒処分の状況    …総 務 局 人 材 組 織 部 人 事 組 織 課（℡：045-671-2072） 

（５）職員の服務の状況          …総 務 局 人 材 組 織 部 人 事 組 織 課（℡：045-671-2072） 

（６）職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

   ア～ウ               …総 務 局 人 材 組 織 部 人 材 開 発 課（℡：045-662-2923） 

   エ                 …総 務 局 人 材 組 織 部 人 事 組 織 課（℡：045-671-2152） 

（７）職員の福祉及び利益の保護の状況   …総 務 局 人 材 組 織 部 職 員 健 康 課（℡：045-671-3915） 

 

◇人事委員会の業務の状況         …人事委員会事務局調査課     （℡：045-671-3346） 

 




